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ID&E ホールディングス株式会社 
2024年 4月 22日 

 

 
日本工営 sustainacraft と業務提携  

-自然に基づく解決策による信頼性の高いカーボンクレジットの創出・調達を支援- 

ID&E ホールディングス株式会社（本社︓東京都千代田区、代表執行役社長︓新屋浩明）傘下の日本工営
株式会社（本社︓東京都千代田区、代表取締役社長︓金井晴彦、以下「日本工営」）は、株式会社
sustainacraft（本社︓東京都千代田区、代表取締役社長︓末次浩詩、以下「サステナクラフト」）と、世界の自
然に基づく解決策（Nature-based Solutions、以下 NbS 注 1）によるカーボンクレジット創出・調達に関わる各種
支援サービスに関し、2024年 4月 10日に業務提携契約を締結しました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業務提携の背景 

2015 年に採択されたパリ協定に基づき、日本国政府が宣言した 2050 年までのカーボンニュートラル達成に向け、
多くの民間企業において脱炭素化に向けた取り組みが進められています。自社のサプライチェーンでの排出削減に取り組
む一方で、更なるカーボンポジティブ注 2、そしてネイチャーポジティブ注 3への貢献に向けた取り組みへの関心が急速に高ま
っています。また、NbS 事業等から創出されたカーボンクレジットの品質に関するグリーンウォッシュなどの問題が昨今顕在
化しており、信頼性の高い持続的なクレジット創出・調達が求められています。 

 
業務提携の概要 
日本工営は、アジア、アフリカおよび中南米諸国の多くの国において、森林や草地、湿地、沿岸生態系の再生や回

復および持続的な保全および管理に関わる事業の発掘・調査・計画・事業実施支援、モニタリング・評価に関わり、民
間企業のカーボンクレジット案件組成支援を含めた NbS に係る事業実績を多く有します。また、森林分野のみならず、
環境、生態系、農業、社会、ジェンダー、人権など幅広い専門性により、地域生態系をはじめとする自然環境の持続的
な保全に貢献しています。 
サステナクラフトは、自然資本への資金循環の促進をミッションとして、自然資本の評価技術を重点分野とした研究開

発を進め、これまで開発してきた衛星リモートセンシングや因果推論技術に加え、環境DNAやそのほか現場での観測デ
ータを組み合わせ、森林や農地、泥炭地など自然由来のプロジェクトからの炭素・生物多様性クレジットの創出に向けた
研究開発・社会実装を進めています。また、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）のデータカタリストにも選
出されており、ネイチャーポジティブを念頭におく自然資本および生物多様性評価手法の構築に注力しています。 
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両社の豊富かつ卓越した知見や技術を組み合わせ、十全性が高い自然由来のカーボンクレジット事業の新規形成・
開発や有望な投資対象事業の発掘や評価に関わる技術支援やサービス提供を通じて、民間企業によるカーボンクレジ
ットの調達・創出に関わる投資をサポートします。 
 
 
提供するサービス内容 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の展開 
日本工営とサステナクラフトは、今般提携して提供するサービスを通じて、自然資本への投資による信頼性の高いクレ

ジット創出・調達を促進させ、社会全体のカーボンポジティブおよびネイチャーポジティブの実現に貢献してまいります。 

 
会社概要 
 
社名 日本工営株式会社 
設立 1946年 6月 7日 
代表者 金井晴彦 
所在地 東京都千代田区麹町 5丁目 4番地 
ホームページ https://www.n-koei.co.jp/consulting/ 

 
社名 株式会社 sustainacraft(サステナクラフト) 
設立 2021年 10 月 1日 
代表者 末次浩詩 
所在地 東京都千代田区平河町１丁目６番１５号ＵＳビル８階 
ホームページ https://jp.sustainacraft.com/ 
ニュースレター https://sustainacraft.substack.com/ 

 
注 1 Nature-based Solutions の訳、自然に基づく解決策。社会課題に効果的かつ順応的に対処し、人間の幸福
および生物多様性による恩恵を同時にもたらす自然及び人為的に改変された生態系の保護、持続可能な管理、回復
のため行動を指す概念。自然に基づく解決策は、気候変動や生物多様性の喪失などの環境問題に対するさまざまなア
プローチの総称として使用される。 
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注 2 CO2吸収量が排出量を上回る状態。 
注 3生物多様性の損失を止め、回復させていくことを意味し、社会・経済活動によって自然へプラスの影響を与えることを
目指す概念。 
 

―本件に関するお問い合せ先― 
ID&E ホールディングス株式会社 経営管理本部 コーポレートコミュニケーション室 

TEL :03-5276-2454 Email︓ c-com@n-koei.co.jp  ホームページ︓https://www.id-and-e-hd.co.jp/ 
 

https://www.id-and-e-hd.co.jp/

